















   





                                    中川武隆 
 
第１章 はじめに 
 研究の動機・目的及び研究の対象 我が国最高裁の第二小法廷平成 24 年 9 月７日判決及
び第一小法廷平成 25 年 2 月 20 日決定が、英米法の悪性格証拠排除法則に則り、前科等の
類似事実を有罪認定の証拠として許容しなかった。そこで、悪性格証拠排除法則とは一体
どのようなものかという疑問が生じる。ところで、イギリスにおいては、2003 年、刑事司




























































第 3章 アメリカにおける類似事実証拠の利用 
 連邦証拠規則の規定 アメリカにおいては、1975 年連邦証拠規則が制定された。そこで
は、性向推認の禁止と適正な目的のためには類似事実が許容されることを定める。動機、
意図、計画、知識、同一性を証明するなどの目的である。 









第４章 CJA2003 が定めた悪性格証拠（特に類似事実証拠）の許容性に関するルール 












 基本的考え方 類似事実証拠を原則的に許容するアプローチを採用した。 



































































































































(c) 認識、故意の認定に使用する場合  

















 (b) 銃器、ナイフとのかかわり、銃器に関係する人間とのかかわりを経由する場合。  
 (c) 犯罪的ギャングの一員である場合。  
 (d) コカインへの関心を経由する場合。  



















































第 10章 我が国の事案における類似事実証拠による適切な推認過程、理由付け 
 控訴院判例の推認過程の分析から得られたところを活用して、平成 24 年判例、平成 25
年判例、昭和 41 年判例、和歌山毒カレー事件、連続練炭中毒死事件、鳥取連続不審死事件、







































ることなど）が生じるかどうかは、許容性判断の考慮要素となる。       （了） 
